中小企業ニューマーケット開拓支援事業　事前確認事項

◆事業概要◆

１　都内中小企業の皆様が新たに開発された「製品・技術」を、経験豊富なビジネスナビゲータが市場に紹介する事業です。事業の詳細については、パンフレットやホームページでご確認ください。

◆ご利用上の注意・確認事項など◆

２　審査結果が出るまでの期間は、概ね２～３か月です（審査の進捗状況により異なります）。
審査の結果、支援対象とならないことがあります。

３　製品によっては、支援対象となっても、販路を開拓することが難しい場合があります。
４　１社あたり、同時期に２製品まで支援を受けることができます。

５　支援対象期間は、原則として、支援対象決定日から２４か月とします。
６　５の支援対象期間内に新規の取引成約で、消費税及び地方消費税を含む金額が１０万円以上の案件を１件として合計で１０件に達したときは、支援活動を終了します。
※注１　１０件に達する以前に行った活動に付随して行う支援活動（マッチング等）については継続させていただきます。
７　６に該当する支援対象企業が支援の継続を希望する場合は、下表のとおり件数（成約金額）に応じた受益者負担額をお支払いただきます。

	成約件数
	負担額
	限度額

	１０件まで
	無料
	

	１０件超
	１件当たり成約金額の５％
	１００，０００円


注２　受益者負担の対象は、成約金額が１件当たり１０万円以上とします。
注３　１０件に達する以前に行った活動により成約した場合は受益者負担の対象となりません。

注４　一製品毎にカウントします。

注４の補足　・同時に２製品の支援を受けている場合は別々にカウントします。
・過去に支援を受けた製品があってもカウントに加えません。
８　本事業で知り得た情報は、公社及びビジネスナビゲータともに守秘義務を遵守し、販路開拓支援業務に限り利用させていただきます。

９　価格設定・取引条件など、取引成約に向けた商談には、ビジネスナビゲータは関与できません。通常の商取引として、当事者間の責任において実施していただきます。

　ナビゲータが単独で、営業活動を行ったり、契約を締結することはありません。

あくまで支援企業様の営業活動のサポートが主体です。

１０　支援によって取引が成立した場合、公社指定様式の「取引成立報告書」を提出していただきます。

１１　支援期間中であっても公社の判断により、支援を中止することがあります。
１２　審査申込書添付資料の１～１０の回答が全て「はい」になることが前提条件となっています。

　

１３　申請資料及び添付資料の返却はいたしません。

平成　　年　　月　　日
ニューマーケット開拓支援事業支援対象製品等選定審査申込書

公益財団法人　東京都中小企業振興公社　理事長殿

当社の開発製品（技術）を公社が行う「ニューマーケット開拓支援事業」にて支援していただくための
審査を下記のとおり申し込みます。　

	（フリガナ）

企業名
	
	（フリガナ）

代表者名
	

	
	
	
	

	資本金
	万円
	従業員
	人（パート除く）
	設立年
	M・T・S・H　　　　年

	〒
	
	所在地
	

	電話番号
	
	FAX
	

	担当者
	
	役　職
	

	E-mail
	
	公社ネットクラブ会員登録の有無
	有　・　無

	ＵＲＬ
	

	＜開発製品・技術の概要＞

	開発製品・技術名
	

	＜製品・技術の内容＞

＜競合品・従来品に比べて製品・技術が優れている点＞

＜現在の販路開拓活動状況および今後の販路開拓計画＞



	公的機関から

受けた支援
	H　　年度
	事業名
	支援機関名


（添付書類）①法人の場合は登記簿謄本（３ヶ月以内、写し可）、個人事業者の場合は開業届出書（写）、
②直近の決算報告書１期分（写）、③製品の説明資料etc　
添付資料
	
	内　容
	回答欄
	備　考

	１
	主たる事業所が東京都内にありますか？

（法人の場合：本社あるいは営業所が都内住所で登記され、都内で事業を行っていますか？）

（個人事業者の場合：都内事業所として開業届出書を提出され、都内で事業を行っていますか？）
	はい
	いいえ
	

	２
	中小企業の分類に入っていますか？

製造業：資本金３億円以下か従業員３００人以下

卸売業：資本金１億円以下か従業員１００人以下

ｻｰﾋﾞｽ業：資本金５千万円以下か従業員１００人以下

小売業：資本金５千万円以下か従業員５０人以下
	はい
	いいえ
	

	３
	“みなし大企業”ではありません。
	はい
	いいえ
	

	
	※“みなし大企業”とは・・・

①１つの大企業が発行済み株式総数又は出資総額の１/２以上を単独に所有又は出資している。

②複数の大企業が発行済み株式総数又は出資総額の２/３以上を所有又は出資している。

③役員の半数以上を大企業の役員又は社員が兼務している。
	
	
	

	４
	製品は食料品・医薬品等ではありません。
	はい
	いいえ
	


	５
	自社開発製品（共同開発も可）ですか？
	はい
	いいえ
	

	６
	製品は完成（すぐに販売できる状態）していますか？
	はい
	いいえ
	

	７
	生産能力は十分ですか？
	はい
	いいえ
	

	８
	ﾅﾋﾞｹﾞｰﾀと共に活動するための営業体制は整っていますか？
	はい
	いいえ
	

	９
	別添の確認事項の内容を確認しました。
	はい
	いいえ
	

	１０
	過去５年以内に刑事法令による罰則の適用は受けていませんか？
（法人にあたってはその代表者についても同様）
	はい
	いいえ
	

	· 上記１～１０は、すべて「はい」が必須項目です。

	１１
	分類されている業種はなんですか？

（例：精密機械製造業、ソフトウェア業など）
	業
	

	１２－１
	本製品・技術は、自社が単独で開発したものですか？
	はい
	いいえ
	

	１２－２
	本製品・技術は、他社と共同開発したものですか？
	はい
	いいえ
	

	１２－３
	共同開発の場合、共同開発者となんらかの契約はしていますか？

（審査時に契約書等資料を拝見させていただく場合があります）
	はい
	いいえ
	

	１３－１
	本製品・技術に関する特許・実用新案・意匠は出願されていますか？　出願されている場合、出願・公開番号等をお書きください。

出願・公開番号など（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	はい
	いいえ
	

	１３－２
	類似他社製品・技術の特許調査をしていますか？
	はい
	いいえ
	

	１３－３
	本製品・技術に関する商品名はありますか？ 

商品名がある場合、お書きください。
商品名（                                                ）
	はい
	いいえ
	

	１３－４
	（商品名ありの場合）商標は出願していますか？　出願されている場合、出願・公開番号等をお書きください。
出願・公開番号など（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	はい
	いいえ
	

	１４
	設定している価格はどの程度ですか？
	円
	

	１５－１
	自社で製造していますか？
	はい
	いいえ
	

	１５－２
	品質管理体制が整備されていますか？
	はい
	いいえ
	

	１５－３
	製造委託先は国内ですか？国外ですか？

（国外の場合、国名もお書きください）
	国内
	国外

（　　）
	

	１５－４
	自社の品質管理基準を委託先にも徹底させていますか？
	はい
	いいえ
	

	１６－１
	現在、販売実績はありますか？

（具体的な販売実績をお書きください）


	はい
	いいえ
	

	１６－２
	総代理店、または総代理店にあたる協業者はありますか？

（具体的な代理店名をお書きください）

※総代理店がある場合は、支援対象外です。
	はい
	いいえ
	

	１６－３
	海外市場を視野に入れていますか？
	はい
	いいえ
	

	１７
	外部との連携をとっていますか？ 連携されている場合、名称と目的を簡単にお書きください（例：異業種交流への参加、産学公連携など）

連携団体・目的等（                                       ）
	はい
	いいえ
	

	１８
	公的資金等を活用していますか？
	はい
	いいえ
	

	１９
	製造物責任保険（PL保険）に加入していますか？
	はい
	いいえ
	


	項目
	自社製品
	他社製品（代表的なもの）

製品名（　　　　　　　　　　　　　　　）

	価格
	
	

	長所
	
	

	短所
	
	


マーケティングについて　競合する他社製品・技術との比較を下記にご記入ください。

	
	業種等（商社、メーカー等）
	企 業 名

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	


希望する販路開拓先企業名等があればご記入ください。
【申込者情報のお取り扱いについて】

＜利用目的＞

１.当該事業の審査資料・運営管理・統計分析等のために使用します。

２.各種事業案内や調査依頼を行う場合があります。

※上記２を希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。

第三者への提供 → 原則として行いませんが、以下により行政機関へ提供する場合があります。

· 目的：各種事業案内、調査依頼

· 項目：氏名、連絡先等、当該事業申込書記載の内容

· 手段：電子データ、プリントアウトした用紙

· 希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。

✽個人情報は「個人情報の保護に関する要綱」に基づき管理しております。

　当要綱は、公社ホームページ（http://www.tokyo-kosha.or.jp）より閲覧及びダウンロードできますので、
併せてご参照ください。
ニューマーケット開拓支援事業お問い合わせ先
〒101-0024　東京都千代田区神田和泉町1-13
住友商事神田和泉町ビル9階
公益財団法人東京都中小企業振興公社
事業戦略部　経営戦略課　販路開拓係（ニューマーケット担当）
TEL：03-5822-7234 ／ FAX：03-5822-7235
E-mail：hanro@tokyo-kosha.or.jp
様式１－１








